予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　野生動物総合対策推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部自然環境保全課生物多様性係　電話番号：058-272-1111（内2701）E-mail： c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　21,248千円（前年度予算額：21,248千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	21,248
	0
	0
	0
	0
	0
	21,248
	0
	0

	要求額
	21,248
	0
	0
	0
	0
	0
	21,248
	0
	0

	決定額
	21,248
	0
	0
	0
	0
	0
	21,248
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
  近年、野生動物の影響によるさまざまな問題が発生している。
　○農林業被害（H18年度：146百万円 → H25年度：471百万円）

　○自然生態系の攪乱（シカの食害による希少植物の減少）

　○人身被害・精神的被害の増加(クマによる人身被害 H24年度:9件)
　  これらの諸問題に対し、平成24年4月に岐阜大学と協定を結び鳥獣対策に係る調査研究を目的とした寄附講座（鳥獣対策研究部門）を岐阜大学応用生物科学部野生動物管理学センター内に設置した。
　  寄附講座では、野生鳥獣による被害の低減を目的として５年間の調査研究を実施する。
（２）事業内容

     eq \o\ac(○,1)野生動物管理体制及び被害対策の課題と解決策に関する調査研究
　　・鳥獣被害の課題の整理（現状の把握）

・理想的な野生動物保護管理・被害対策システム

・効果的な被害対策

・これらの結果の取りまとめ、政策・施策への提言・助言
 eq \o\ac(○,2)地域の野生動物保護管理・被害対策を担う人材育成に関する研究
　　・人材プログラムの作成
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県と大学が協定を締結し、寄附金による寄附講座の設置・職員の駐在による連携を図ることとしているため。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	636
	職員の業務旅費

	需用費
	541
	職員の業務資材購入費など

	使用料
	31
	ＥＴＣ使用料

	負担金
	40
	大学の講義受講料

	その他
	20,000
	大学への寄附金

	合計
	21,248
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　県が定める「鳥獣保護事業計画」並びに「特定鳥獣保護管理計画」において、科学的知見を得ることとしている。
（２）国・他県の状況

　　野生動物管理に関する寄附講座の設置は全国で初めて
（３）後年度の財政負担
　　毎年度、協議のうえ決定
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　（５年間）

①　野生動物保護管理システム（岐阜県モデル）の構築

②　人材育成プログラムの策定・普及


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	研究テーマ毎の進捗や県への助言・提言等については、数値化になじまない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）イノシシの生息調査

　　　期間：平成２５年７月１７日～１０月３１日（次年度継続）

　　　対象：２０市町村　　　検体数：８３頭

　　　※平成２６年度については、事業実施中（H26.12現在）
（２）狩猟者意識調査

　　　期間：平成２６年７月１２日～１１月８日（次年度継続）

　　　対象者：狩猟免許受験者３１６人

（３）施策等の現状把握と課題の洗い出し


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）イノシシの個体群動態や分散の傾向を把握し、今後の分布変遷や被害予測など保護管理に必要な情報を集積

（２）狩猟者意識調査の分析により、狩猟者減少問題の解決策を検討
（３）施策等の課題の洗い出しにより、研究テーマの決定及び県への施策提言を実施


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　効果的かつ適切な野生動物保護管理システムの構築に取り組むためには官学連携による学際的なシンクタンク機関として「鳥獣対策研究部門」が必要


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　調査研究は５年計画であり、平成２４年度～平成２６年度は主に情報収集と現状分析を行った。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	鳥獣対策研究部門と県行政部局担当者とのワーキンググループによる調整を定期的に実施した。

大学施設を活用した鳥獣対策に関するシンポジウムを３回開催し、情報発信に努めた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　研究テーマに必要な基礎データとして、各種野生動物に関する生息調査等を実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　引き続き、研究計画に沿った各種調査の実施、分析等を進め、岐阜県の状況に適した野生動物保護管理システムの構築を図る。


